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1. はじめに 
(1) ランクサイズルールと国土計画 
 都市の人口規模と規模順位の分布が両対数グラフ上で直

線上に乗るという経験則はランクサイズルールと呼ばれる。

1913年にAuerbach により指摘され、1949年にZipfにより

定式化されたといわれ、 近でも統計的な検討が続けられ

ている1)。都市の人口規模をx、規模順位をyとすると、ラ

ンクサイズルールは次のように表わされる。 
 logy = logA – αlogx (1) 
A は定数、logx の係数 αはベキ指数と呼ばれ、都市の集積

度合いを表す。ベキ指数が小さければ少数の都市に人口が

集積し、大きければ多くの都市に人口が分散する 2)。 
 多くの国で人口や経済活動の首都圏への一極集中と周辺

地域からの流出・衰退が国土政策上の問題となってきた。

これに対して周辺地域の開発・振興策による解決が模索さ

れてきたが、もしベキ指数が不変であれば、一定以上の人

口を持つ都市の数や、首都と他の都市の人口規模の比が本

来的に決まっていることになるから、こうした国土政策は

実現性が乏しいことになってしまう。 
八田 3)は、東京への一極集中の原因は、新幹線による時

間距離の短縮に合わせて、企業が集中管理機能を大阪から

引揚げた結果であるとしている。私たちのコミュニケーシ

ョン方法と企業組織を変えようとしている情報通信技術の

進歩が、今後都市システムのランクサイズルールにどのよ

うな影響を与えるかは、国土政策上重要な論点である。 
(2) ランクサイズルールの基礎づけに関する既存研究 
ランクサイズルールがなぜ生まれるのかについて、長年

にわたり多くの研究が蓄積されているが、その成立要因に

ついては未だにはっきりとした定説が存在しない。 
 Gabaix4)は近接した規模の都市が比例的な成長率を有す

るというGibratの経験則の下でランクサイズルールが成立

することを示し、Ioannides ら 5)は合衆国の都市データを用

いてこのGibratの経験則が成立することを確認している。 
Simon6)は新しく系に加わる人口が、その人口に比例する

確率で既存の都市に吸収されるか、ある確率で新都市を作

るという仮想的な動学システムのモデルを提案した。そし

て新都市の発生確率が0に近い時の定常状態がランクサイ

ズルールに従うことを確認している。Krugman7)はこのモデ

ルの定常状態の仮定について批判を行っている。Duranton8)

はSimonモデルにミクロ経済的な基礎を付けることに成功

しているが、都市で生産される財がすべて同質のものとい

う非現実的な仮定を置いている。 
都市システムの観点から見た場合、中心地理論に基づく

クリスタラー型の都市システムにおいてランクサイズルー

ルが現れる。しかし、中心地理論は経済学的基礎に乏しく、

「単なる幾何学」「事実を整理するための図式」との批判も

ある 9)。藤田ら 10)は空間経済学のモデルをシミュレーショ

ンし、クリスタラー型の都市システムが市場メカニズムか

ら形成されることを説明しているが、ランクサイズルール

の再現には成功していない。 
(3) 企業組織とランクサイズルール 
 Pred11)は都市システムの構造を決定づけるものとして企

業組織のあり方に着目することを提案している。しかし、

個々の企業組織の実態データは公表されておらず、企業組

織の直接的な分析を行うことは難しい。 
水田12)は企業組織内における電子メールの送受信ログの

情報を集計し、企業組織ネットワークを分析している。そ

して、電子メールによる部署間のコミュニケーションネッ

トワークが、社長をトップとするツリーの人事組織構造と

よく合致し、さらにその送受信回数の分布がランクサイズ
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ルールに従うことを確認している。個人ごとの電子メール

の送受信回数に大差がないと仮定すれば、企業内の従業者

数の分布にもランクサイズルールが成り立つと期待される。 
図-1は有価証券報告書を基に作成した日本のメガバンク

3 社の地域別従業者数をグラフにしたものであるが、ラン

クサイズルールにほぼ従うことが確認できる。これより、

間接的ではあるが企業組織内の従業者分布もランクサイズ

ルールに従っていることが推察される。 
(4) 本研究の目的 
本研究では、ミクロな視点から都市の構成要素となる企

業の立地行動に着目し、費用 小化ルールに基づく企業組

織の内生的な階層構造の形成をモデル化して、従業者分布

に現れるランクサイズルールの分析を行う。 
本研究は Simon6)のような都市レベルの動学的変化過程

を前提とせず、企業レベルの静学的なモデルを構築し、今

後の情報通信技術のさらなる進歩がベキ指数にもたらす影

響を比較静学的な方法により考察する。 
 
2. 多階層支社配置モデル 
(1) 施設配置モデルの既存研究 
企業の支社配置行動をモデル化し、その結果もたらされ

る支社の分布や従業者の分布を現実の分布と比較しようと

する試みは既になされている 13,14)。近年では交通条件の変

化の影響分析 15)や、業務発注の不確実性をとりこんだモデ

ルの提案もされている 16)。しかし、これらの分析は本社と

顧客の間に一階層の支社を置くか否かを扱っており、ある

支社が下層の支社を管轄することを認めた多階層の構造を

扱うことはできていない。一方、Sahin ら 17)は電気通信ネ

ットワークの研究分野における多階層施設配置モデルの研

究をいくつかの系統に分類している。それによると、どの

モデルも階層数を所与としている。階層数まで内生的に求

める数少ない研究として、物流分野における Kijimanawat
ら 18)の配送施設配置モデルが存在する。しかし、このモデ

ルでは、本社を頂点とするツリー型の組織構造を求めるこ

とはできない。本研究では、 適な階層数と支社配置を求

めるようなモデルを提案する。 
(2) モデル化する企業の業務形態 
 モデル化にあたり企業の業務形態を次のように仮定する。 

1） 全国に分布する顧客に対して業務を遂行する企業を考

える。一つの本社と多階層複数の支社を持ち、第1階
層の支社は顧客のみを管轄する。上層の支社（および

上層の本社）は下層の支社を管轄するが、同時に顧

客を直接管轄することもできる。 
2） 1単位の業務情報量に応じて1単位の交流が行われ、そ

の距離に依存した交流コストがかかる。 
3） 支社は管轄下にある顧客や下層の支社からの業務情報

量を集約する役割を果たす。つまり、下層からの業務

の中に一定の割合で含まれる難しい業務だけを上層に

送って業務を遂行する。この業務情報量の集約率を情

報集約係数RCと呼ぶ。 
4） 本社、支社の立地にあたっては、それらが扱う業務情

報量に応じた立地コストがかかる。 
 以上の業務形態を持つ企業の本社、支社、顧客の関係を

図-2に示す。 
 
(3) 計算手順 
本研究で提案する多階層支社配置モデルは、高田ら 16)に

よる 2 階層支社配置モデルを基本としている。2 階層支社

配置モデルとは、下層支社と本社間の交流を効率化するた

めに、新たに上層支社を追加的に配置することが有利かど

うかを判断するモデルである。多階層支社配置モデルでは、

この計算を繰り返すことで下層の支社配置から順次決定し

ていく。その計算手順を図-3に示す。 

1） まず1回目の計算では顧客を下層支社と考え、2階層支

社配置モデルを適用する。 
2） n-1回目の計算で求めた上層支社からの業務情報量は

RC倍とおき、これをn回目の下層支社と考える。n-1回
目の計算で本社に直接管轄された下層支社は、そのま

まn回目の下層支社と考える（ダミー）。その上でn回
目の2階層支社配置モデルの計算を行う。 

3） このような計算を繰り返して、業務情報量の集約によ

るコスト減少が上層支社の立地コストを下回り、新し

く上層支社が配置されなくなった時点（n=N回目）で

計算を終了する。 
(4) 2階層支社配置モデルの定式化 

n 回目の計算で下層支社と本社の間に業務情報量の交流

1
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10 100 1,000 10,000 100,000

順
位

従業者数（人）

三菱東京UFJ銀行

みずほ銀行

三井住友銀行

図-2 企業の業務形態 
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図-1 メガバンク3社の従業者分布 
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がなされている時、上層支社（第n階層支社）の配置とそ

の管轄域を求める問題を高田ら 16)に従い定式化する。 
初に本社の立地コストを考える。本社の従業者数が大

きいほど確保しなければならない床面積は大きくなり、そ

れに応じて賃貸料も高くなる。よって、本社の立地コスト

C0
nは、次のように表わすことができる。 

 nn shpfC 00000 )(  (2) 
ただし、f0：本社固定費用、h0：本社従業者一人当たり賃金、

p0：本社従業者一人当たり床賃貸料、s0
n：本社従業者数。 

本社の立地コストと同様に、上層支社の総立地コストC1
n

は、次のように表わすことができる。 

 
J

j

n
jjj

n
j

n shpfXC
1

1 })({  (3) 

ただし、f：支社固定費用、hj：支社 j の従業者一人当たり

賃金、pj：支社 j の従業者一人当たり床賃貸料、sj
n：支社 j

の従業者数。ここで、Xj
nは上層支社を配置する場合に 1、

それ以外で0を表す0-1変数である。 
 jX n

j 　}1,0{  (4) 
支社 j の従業者数 sj

nは式(5)の制約条件を持つ。ただし、λin

は下層支社 i からの業務情報量である。Yij
nは i ゾーンの下

層支社から上層支社 j への発注割合の変数であり、式(6)の
ように必ずXj

n以下となる。そのため、Xj
n =0のとき sj

nも必

ず0となり、C1
n＝0となる。 

 jiYs
I

i

n
ij

n
i

n
j ,

1

　  (5) 

 jiXY n
j

n
ij ,0 　  (6) 

次に上下支社間の交流コストについて考える。業務情報

量一単位に対して従業者一人が交流を行うと定義している

ため、下層支社 i からの業務情報量に応じた交流が上層支

社と下層支社の間で発生する。よって、上下支社間の総交

流コストC2
nは、次のように表わすことができる。 

 
J

j

I

i

n
ijij

n
i

n YdC
1 1

2  (7) 

ただし、dijは従業者一人当たり上下支社間交流コストであ

り、ゾーン i,j間の交通条件に依存する外生値である。 
 上層支社に集まった業務情報はRC倍に集約され、その業

務情報量に応じた交流が本社と上層支社の間で発生する。

そのため、本社-上層支社間の総交流コストC3
nは、次のよ

うに表わされる。 

 
J

j
j

n
jC

n dsRC
1

03  (8) 

ただし、RC は情報集約係数。dj0 は従業者一人当たり本社-
上層支社間交流コストであり、交通条件を反映した外生値

である。 
 立地コストを支払って上層支社を配置するよりも、本社

と下層支社が直接交流した方が、総コストが小さい場合も

ある。その場合、下層支社の業務情報量がそのまま本社と

下層支社の交流として発生する。本社-下層支社間の総交流

コストC4
nは、次のように表わされる。 

 n
i

I

i
i

n
i

n ZdC 0
1

04  (9) 

ただし、di0は従業者一人当たり本社-下層支社間交流コスト

で外生値である。また、Zi0
nは iゾーンの下層支社から本社

への発注割合を表す変数である。 
 iZ n

i 　10 0  (10) 
 企業は以上の各コストを合計した総コスト CT

n を 小化

するように行動するものとして、次のように定式化できる。 
 nnnnnn

TssZYX
CCCCCC

jiijj
43210,,,, 00

min 　  (11) 

 jXts n
j 　　 }1,0{..  (12) 

 iZY
J

j

n
i

n
ij 　　　　 1)(

1
0  (13) 

 jiXY n
j

n
ij ,0 　　　　  (14) 

 iZ n
i 　　　　 10 0  (15) 

 jiYs
I

i

n
ij

n
i

n
j ,

1

　　　　  (16) 

 jisRZs
J

j

n
jC

I

i

n
i

n
i

n ,
11

00 　　　　  (17) 

ここで式(13)は、下層支社で処理できない難しい業務情報

が、必ず上層支社か本社のどちらかで処理されるという制

約条件を表す。また式(17)は、本社の従業者数 s0
nが下層支

社から直接上がってくる業務情報量と上層支社から上がっ

てくる業務情報量の総和に対応して必要であることを示す。 
 

上層支社（j=1,…,J） 

下層支社（i=1,…,I） 

本社（k=0） 

上層支社の

管轄ゾーン 
本社の 
管轄ゾーン 

図-3 多階層支社配置モデルの計算手順 

ダミー 
 

2階層支社配置モデル 
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3. 企業組織の分析 
(1) 基本設定 
分析対象地域は、第4回全国幹線旅客純流動調査19)で用

いられている207生活圏ゾーンのうち、離島と沖縄を除い

た194ゾーンとした。扱う業務情報量は、平成16年事業所・

企業統計調査 20)から、市区町村別の全産業の従業者数を

194 ゾーンに振り分けた後、全国の顧客からの総業務情報

量が 1,000（人/日）になるように調整した。ゾーン間の交

流コストは、第4回全国幹線旅客純流動調査を基に、鉄道

と航空両方を組み合わせた交通手段の中から、一般化費用

が 小になる手段を考え、時間価値は 3,000（円/時）とし

て与えた。従業者一人当たり床賃貸料は、一人当たり床面

積を15.2m2として 21)算出した。従業者一人当たり賃金は地

域によらず一定であるものとし、サービス業基本調査22)の

経営組織別1雇用者当たりの給与支給総額から、経営組織

「会社」の平均給与296（万円/年）と設定した。本社は東

京23区にあるものとして計算を行った。 
 (2) 本支社数の計算結果と企業組織 
モデル中の残りの外生パラメータは情報集約係数RC、本

社固定費用 f0、支社固定費用 f の 3 つである。分析を簡単

にするため、以下では本社固定費用 f0と支社固定費用 f は
等しく、f0= fと仮定する。2つのパラメータRC , fの組み合

わせに対して、2 章で提案した多階層支社配置モデルを用

いて本社と支社の総数（以下、本支社数）を求めた。計算

結果を表-1に示す。 
固定費用を増加させた場合と情報集約係数を増加させた

場合のいずれにおいても本支社数が減少し、情報集約係数

と固定費用の組み合わせが異なっていても本支社数が同じ

ケースが多く、情報集約係数と固定費用との間に代替関係

があるように感じられる。しかしながら本支社数が同じで

あっても、企業組織は異なる。例として、同じ11の本支社

が配置される2つの場合( f , RC ) = (3000, 0.6), (5000, 0.5)の組

織図を図-4, 5にそれぞれ示す。図の横軸には194ゾーンを

北から順番に並べて表示している。また、グラフ中の各頂

点の高さは各ゾーンの従業者数を表し、右肩の数字は階層

表-1 本支社数の変化 
固定費用 情報集約係数 RC 

 f（万円） 0.0  0.1  0.2  0.3  0.4  0.5  0.6  0.7  0.8  0.9  1.0  
2,000 44 41 37 35 30 25 17 7 2 1 1 

3,000 34 31 28 22 19 14 11 5 1 1 1 

4,000 25 22 19 16 15 13 9 4 1 1 1 

5,000 20 16 15 13 13 11 8 4 1 1 1 

6,000 16 13 13 12 12 10 5 4 1 1 1 

7,000 13 13 10 10 9 9 4 3 1 1 1 

8,000 11 10 9 9 9 7 4 2 1 1 1 

札幌1 
大阪 2 岡山2 福岡 2 

東京23区3 

図-4 組織図（固定費用:小, 情報集約係数:大） 

( f, Rc) = ( 3000, 0.6 ) 

八戸 1 高岡 1 

広島 1 
宮崎 1 

熊本1 

従業者数 

姫路 1 

図-5 組織図（固定費用:大, 情報集約係数:小） 

( f, Rc) = ( 5000, 0.5 ) 

従業者数 

札幌1 
福岡 1 

東京23区3 

盛岡 1 高岡 1 
広島 1 
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番号である。さらに管轄関係を直線で表示している。 
なお、n=N回の繰り返し計算で求まる支社と本社の従業

者数Sj, S0はそれぞれ式(18), (19)で求まる。 

 jsS
N

n

n
jj 　

1

 (18) 

 　NsS 00  (19) 
図-4, 5を比較してみると、固定費用が小さく、情報集約

係数が大きい図-4 の方が、本社（東京 23 区）の従業者数

が大きく、大阪・名古屋の従業者数が小さくなることがわ

かる。また、図-4では大阪・岡山・福岡の下層にそれぞれ

姫路・広島・熊本が配置され、階層番号が 2（第 2 階層）

となっているが、図-5 では大阪・福岡の階層番号は 1（第

1階層）であり、よりフラットな組織になっている。 
 
4. 企業従業者数のランクサイズルールの検討 
(1) 傾きの比較 
本支社数が11となるパラメータ( f , RC )の組合せについ

て、本支社の従業者数と規模順位を両対数グラフにプロッ

トしたものが図-6 である。この図から固定費用が大きく、

情報集約係数が小さいほど、傾きが大きくなっている。 
(2) 情報集約係数の感度分析 
固定費用を2000万円とし、情報集約係数のみを変化させ

た時の従業者分布を図-7に示す。情報集約係数が小さいほ

どグラフの傾きが大きくなることが確認できる。その理由

として、情報集約係数が小さい場合、上位支社に回される

情報量が小さくなり、上位支社と本社の規模が小さくなる

ためであるという直観的な解釈が可能である。 
(3) 固定費用の感度分析 
続いて情報集約係数を 0.4 に固定し、固定費用のみを変

化させた時の従業者分布を図-8に示す。本支社数の変化は

見られるものの、固定費用が変化してもグラフの傾きはあ

まり変化しないことがわかる。 
(4) 企業組織の変化 
 後に企業組織の変化について考察する。図-9, 10に( f , 
RC ) = (3000, 0.5), (5000, 0.2)の組織図をそれぞれ示した。図-5
と、固定費用のみを変化させた図- 9 を比較すると、名古

屋・大阪・福岡の下に階層1の支社が増えてはいるが、上

層に新たな支社は配置されない。一方で図-5と、情報集約

係数のみを変化させた図-10 を比較すると、盛岡の上層に

仙台が新たに配置される。また、本社の直接管轄下にあっ

た38, 44, 74-77, 79のゾーンを管轄するため、新潟支社が新

たに配置されている。このように、ランクサイズルールの

傾きの変化は、 下層以外の組織構造の変化をもたらすこ

とがわかる。 
(5) 結果のまとめ 
以上の分析より、企業組織内の従業者分布のベキ指数の

大きさに対して、支社間の情報集約係数が強く影響してい

ることがわかった。つまり支社の情報集約能力が高いほど、

傾き（ベキ指数）が大きいことがわかった。 

5. おわりに 
 本研究では多階層支社配置モデルを提案し、階層的な企

業組織からランクサイズルールが生まれることを確認した。

そして、提案したモデルを用いて、企業組織における従業

者分布に関して理論的な検討を行った。 
その結果、情報通信技術の進歩により支社の情報集約能

力が大きくなるとベキ指数が大きくなり、従業者の分布が

分散してくることがわかった。ただし、情報化の進展が情

図-6 本支社数11における従業者分布 

1

10

100

1 10 100 1,000

順
位

従業者数（人）

(2000,0.673) (3000,0.600)
(4000,0.565) (5000,0.500)
(6000,0.430) (7000,0.150)
(8000,0.000)

図-7 情報集約係数を変化させた時の従業者分布 
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図-8 固定費用を変化させた時の従業者分布 
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報の質の上昇をもたらし、判断を上位の支社に仰ぐ場面が

増える可能性もある。結果として情報集約係数は増加し、

上の分析結果と逆の変化が起こる可能性も否定できない。 
本研究で分析した企業組織の変化は組織内の人間の交流

パターンも変化させ、そのミクロな変化の集合が都市間交

通ネットワークの変化と都市システムの変化というマクロ

な現象となって現れてくる。企業レベルの知見が今後、Soo
が見出したような先進国ほどベキ指数が大きいという都市

レベルの知見 23, 24)にどのようにつながるのかは、今後の重

要な研究課題である。 
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図-10 組織図（固定費用:5000, 情報集約係数:0.2） 
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図-9 組織図（固定費用:3000, 情報集約係数:0.5） 

( f, Rc) = ( 3000, 0.5 ) 
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